
質問者 事業番号
【事業名】
質問内容

回答

１ 高橋委員 ２
【障害者軽スポーツ大会】
雨天中止は×評価となるのか。

実施しなければ評価としては×。評価が低い場合は改善欄に記入をしている。

２

【その他の福祉啓発】
防災まちあるき(民生委員やボランティア市民が各文化センター圏域の中
で歩き災害に活用できる資産を見つける)を事業計画の中にいれてはどう
か。

事業内容が福祉教育とボランティア体験であり、防災についての事業寄りの内容のため、別途次期計
画策定時にいずれかへ所属できるよう検討する。

３
点字・手話講習会などの子どもに対しての福祉啓発の実施を把握してるの
か。

福祉教育に手をあげた小中高等学校等協力校については社会福祉協議会を通じて把握している。

４ 永井委員 ２０
【当事者団体・家族会の活動への支援、協働】
元々もっていたシェルターのことでよいのか。ここでのシェルターの意味
は。

家族会との契約は当初コロナに関わらず使用できるシェルターとなっているが、コロナ化になってか
ら始まった実施事業としてここではコロナについてのみ実績を記載している。

５ 高橋委員 ２２
【サービス提供に携わる事業所の育成】
法内移行できない事業所に対して情報提供をするだけで〇の評価となるの
か。件数が０件だとすると×ではないのか。

法外から法内へ決定するのは東京都であり、市としての評価は件数からは難しい。事業所から相談が
あった場合は、東京都が発信するイベント、啓発や研修の周知に努め指定を目指す。

６ 高橋委員 ３１
【誰もが参加できる活動や体験、鑑賞活動の拡充】
令和４年度実績について障害に関わる記載がない。

「また、一部施設で掲示物にユニバーサルデザインフォントを使用した。」と実績に追加。

７
藤間委員
長崎委員
渡辺委員

４２
【障害者活躍推進計画の策定と推進】
法定雇用率が下回っているのに評価〇でよいか。最低基準値さえ満たして
いないのであれば評価は×となるのでないか。

取組は行っているので、△評価でとのこと。

８ 高橋委員
１７
４９

【地域自立支援協議会の活用】
運営委員会回数を加筆。

「運営会議12回」と追記。

９ 中川委員
【サービス等利用計画を作成する事業所の拡大】
評価△の理由は。

事業所の数が減っており、拡大につながらないため。

１０ 高橋委員 受入事業所が少ないことを記載してほしい。 改善のところに記載。

１１ 北條委員 ６９
【生活介護】(自立支援給付)
利用者が減少した理由は。

実利用者数を593人（前年比＋６人）に修正。

１２ 高橋委員 ８５
【自動車ガソリン等費用の助成】
延人数確認。

1,304件に修正。

１３ 中川委員 １０１
【住宅セーフティネット住まい相談事業】
入居の件数を記載できないか。

住まい相談をされて住み替えが決まった方かどうかの実情の件数までは正確な数値としてとらえるこ
とが難しい。

１４ 西脇委員 １０９
【避難行動要支援者支援体制の整備】
R5.9.15広報で名簿登載該当者のうち手帳所持者で「障害者のみの世帯」
とあるが、家族がいると登録できないのか。

(府中市避難行動要支援者避難支援プランパブリックコメント実施結果より)
「自力で非難することが難しい者又は避難に時間を要する者」「高齢者や障害者で日中は家族が不在
で１人になるなど、同様の状況にある者と認められる市民」としていることから、家族と同居してい
ても必ず対象外になるわけではない、との回答有り。

１５ 相賀委員
【福祉避難所の確保と在り方の検討】
武蔵台学園は協定を結んでいるのか

結んでいる。

１６ 林委員 医療的ケア児者の避難場所確保状況は。 けやきの森学園の他、神経病院や心身障害者福祉センターなどと協定を結ぶよう動いている。

１７ 曽根会長 １２５

【医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配
置】
研修を修了してコーディネーターとして配置になった場合は委嘱はあるの
か、民間の人が配置になった場合は報酬が発生するのか。

現在令和５年度に配置予定のコーディネーターは市職員であるため、改めての委嘱の予定はない。今
後創設されると聞いている東京都の補助事業から報酬として支払う可能性もある。

１８ 長崎委員 ２
【各機関の連携の一層強化】
み～なの表記を詳しく記載してほしい。

指標の説明を「就労支援センターみ～なを中心とした関係機関連絡会の実施」と修正。

１９ 永井委員 ５
【権利擁護の推進】
相談から成年後見につながった件数は把握しているか。

全体件数は把握していないが、市長申し立てがあった件数の把握はしている。
(障害案件は全体の２割強)

２０ 曽根会長 Ｐ２
【生活介護(自立訓練)】
障害者計画の実績と数値相違。

数値の算出方法が異なるため。
障害者計画は通年の実人数で算出しているのに対し、障害福祉計画は月毎の実人数の平均値で算出し
ている。

２１ 永井委員 Ｐ４
【精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築】
精神病院へのアンケート調査の進捗状況は。

自立支援協議会と共同し、病院へのアンケート実施予定。

２２ 高橋委員 Ｐ９
【放課後等デイサービス】
計画値を上回れば◎でよいのか。

サービス量数値のため、計算式上◎となる。
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